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特別防衛監察の結果について

第１ はじめに

この報告は、海上自衛隊が新たに取得しようとする多用途ヘリコプター（艦

載型）の機種選定手続に係る公正性の確保に資するため、平成２７年１０月

２７日から実施している特別防衛監察について、これまで明らかになった事

項等を取りまとめたものである。

第２ 対象項目

本特別防衛監察の対象項目は、「多用途ヘリコプター（艦載型）の機種選定

手続に係る公正性の確保の状況」であり、当該項目について主として以下の

観点から監察を実施した。

１ 機種選定プロセスの公正性

２ 自衛隊員倫理法及び自衛隊員倫理規程等の遵守状況

３ 「調達等関係業務に従事している職員が防衛省の退職者を含む業界関係者

等と接触する場合における対応要領について（通達）」（防経装第８３０３号。

１９．８．３０）（以下、「対応要領通達」という。）の遵守状況

４ 関係書類等の管理状況

第３ 対象機関等

本特別防衛監察の対象機関等は、多用途ヘリコプター（艦載型）の機種選

定手続に関係する防衛省の機関等であり、事務次官、防衛審議官、内部部局

（以下、「内局」という。）、統合幕僚監部、海上幕僚監部（以下、「海幕」と

いう。）、防衛装備庁及び海上自衛隊第５１航空隊を対象として監察を実施し

た。

第４ 監察実施の概要

１ 全般

平成２７年１０月２７日から特別防衛監察を開始し、以下の事項を実施し

た。

(1) 機種選定手続の状況等に係る関係書類等の取得・分析

(2) アンケートによる調査

(3) 実地監察
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２ 機種選定手続の状況等に係る関係書類等の取得・分析

機種選定手続の状況等について、各機関等から関係書類等を取得するとと

もに、機種選定手続に係る公正性の確保を害するおそれのあるリスク及び問

題点の抽出を実施した。

３ アンケートによる調査

各機関等の関係職員に対するアンケートにより、機種選定手続の状況の把

握を実施した。

別紙第１「アンケート対象者一覧」

４ 実地監察

(1) 現場等確認

各機関等の関係部署の各執務室において、業界関係者等との接触状況、

関係書類等の管理状況等の確認を実施した。

(2) ヒアリング

検討チーム※１の構成員をはじめ実質的に運用要求書等の作成業務に従事

している関係職員等に対して、機種選定業務の実施状況に関する確認を実

施した。

別紙第２「ヒアリング対象者一覧」

※１ 検討チーム：多用途ヘリコプター（艦載型）の機種選定に関する事項について

の連絡調整及び組織横断的な検討を実施するため、内局防衛計画課長をチーム長

とし、関係部署の課長級の職員により構成されたチーム

(3) 面談

機種選定業務に従事する職員のうち、機種選定諮問会議及び検討チーム

の構成員並びに自衛隊員倫理、対応要領及び文書管理等の業務に従事して

いる職員に対し、業務の実施状況、不備事項の原因等の確認を実施した。

別紙第３「面談対象者一覧」

第５ 機種選定手続等の経過概要

本特別防衛監察において確認した、多用途ヘリコプター（艦載型）の機種

選定手続等の経過概要は、以下のとおりである。

別紙第４「機種選定手続の流れ」

１ 多用途ヘリコプター（艦載型）の導入の決定（平成２５年１２月）

平成２５年１２月１７日、中期防衛力整備計画（平成２６年度～平成３０

年度）により、護衛艦部隊が事態に応じた活動を持続的に行うために必要な

多用途ヘリコプター（艦載型）を新たに導入することが決定された。
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２ 海幕における要求性能等の検討（海幕性能審議委員会※２第７分科委員会

※３（以下、「第７分科委員会」という。）における審議等）（平成２６年３月

～１０月）

平成２６年３月１０日、多用途ヘリコプター（艦載型）の要求性能等につ

いて、海幕教育課教育班長（平成２６年５月９日から装備体系課航空機体系

班長）を分科委員長とする第７分科委員会において、審議・合意された。平

成２６年１０月６日、その合意された審議結果について、性能審議委員会の

幹事※４に報告された。

※２ 性能審議委員会：新造艦船及び航空機の要求性能等に関する事項等について審議

するため、海幕に設置されている委員会

※３ 性能審議委員会第７分科委員会：性能審議委員会の審議事項のうち、回転翼航空

機及び航空兵装ぎ装について審議するために設置されている委員会

※４ 幹事：装備体系課長、装備需品課長、技術課長（平成２６年１０月６日報告）

３ 検討チームにおける運用要求書等の検討及び合意（平成２６年１０月～平

成２７年３月）

平成２６年１０月１４日から、検討チームにおいて、多用途ヘリコプター

（艦載型）の機種選定に必要な運用要求書、要求性能書、提案要求書の案及

び評価基準書の案の検討が開始された。この際、海幕から、第７分科委員会

の審議結果に基づく要求性能等が説明された。この時点における主な候補機

種は、ｴｱﾊﾞｽ･ﾍﾘｺﾌﾟﾀｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ（株）のＮＨ－９０、川崎重工業（株）のＭ

ＣＨ－１０１、三菱重工業（株）のＳＨ－６０Ｋの３機種が想定されていた。

検討チームにおいて、平成２６年１２月２６日、運用要求書及び要求性能

書が、平成２７年３月１３日、提案要求書の案及び評価基準書の案が合意さ

れた。

４ 海幕における要求性能等の検討（要求性能の変更に係る検討及び性能審議

委員会委員長等への報告）（平成２７年３月）

平成２７年３月１８日、海幕防衛部長は、海幕関係職員から検討チーム会

合における検討結果の報告を受けた際、救護・後送能力に係る要求性能につ

いて、有事所要が不十分であることを理由として再検討するよう指導した。

平成２７年３月２０日までに、海幕関係職員は、救護・後送能力に係る要求

性能を変更することとし、海幕防衛部長の了承を得た。なお、海幕関係職員

は、当該要求性能の変更に際して、第７分科委員会における再審議を実施す

ることなく、当該審議結果の要求性能に係る記載を修正した。その後、変更

された要求性能は、第７分科委員会の審議結果として、性能審議委員会副委

員長※５及び委員長※６へ報告された。

※５ 副委員長：防衛部長（平成２７年３月２３日報告）、装備部長及び技術部長（平成
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２７年３月２４日報告）

※６ 委員長：海上幕僚副長（平成２７年３月２５日報告）

５ 海上幕僚長（以下、「海幕長」という。）への報告等（平成２７年３月２６日）

平成２７年３月２６日、海幕関係職員は、性能審議委員会の審議結果であ

る要求性能及び機種選定における評価要領を海幕長に初めて報告した際、取

得経費が安価である小型の機種が有利となる旨の報告内容であったため、海

幕長から平成２３年の海上自衛隊会議※７で説明された運用構想との整合を

図るよう指導を受けた※８。その際、海幕長は、海幕関係職員に対して「運

用構想上は、例えばＭＣＨ－１０１等の大型機が必要とされていたのではな

かったのか。」、「海自として少数機機種運用の負担の軽減など幅広く、防衛

構想や海自航空機の防衛力整備にも目を向けた検討が必要である。」などと

発言した。

※７ 平成２３年３月、海上自衛隊会議において、多用途ヘリコプター（艦載型）の運

用構想について、大型の機体が必要であること、海自が運用する既存機種との機体

の共通化を考慮することなどが説明された。

※８ 海幕長への報告において、平成２７年３月１８日の海幕防衛部長の指導により変

更することとした救護・後送能力に係る要求性能は、補足説明という位置づけであ

ったため海幕長に対しては報告がなされていなかった。

６ 要求性能の再整理及び検討チームにおける再合意（平成２７年３月～５月）

(1) 平成２７年３月２６日、海幕防衛部長は、海幕関係職員から海幕長の指

導について報告を受けた後、海幕長に対し、運用構想に基づく要求性能に

ついて再整理する旨を報告した。

(2) 平成２７年３月２６日以降、海幕防衛部長は、海幕関係職員に対して、

海上自衛隊会議において説明された運用構想等を踏まえ、今後の方針とし

て、ＭＣＨ－１０１の選定を優先することを説明した。

(3) 平成２７年４月上旬までに、海幕関係職員は、複数回の海幕内での課長

級ミーティング及び海幕防衛部長への報告を経て、ＭＣＨ－１０１を、選

定されることが望ましい機種とし、要求性能の再整理を行った。この時点

までに、海幕防衛部長及び海幕関係職員は、平成２７年３月１８日の海幕

防衛部長の指導により変更することとしていた救護・後送能力に係る要求

性能が、比較的小型の機種であるＳＨ－６０Ｋでは第１段階評価※９を満

たすことが困難と推定されるとの認識を得た。

※９ 第１段階評価：提案内容が、要求事項を満足するか否かについて評価を行い、

１項目でも要求を満たさない提案については選外とする評価段階

(4) 平成２７年４月９日、海幕防衛部長は、内局防衛計画課長に対し、検討

チームにおいて合意された要求性能を変更するため、救護・後送能力に係



- 5 -

る要求性能が不十分であったことを説明し、当該要求性能を変更したい旨

を要望した。内局防衛計画課長は、これまでの検討チーム会合における海

幕からの説明※ 10 を踏まえ、要求性能の変更による第１段階評価への影響

について確認した。その際、海幕防衛部長等は、要求性能の変更によって

も、主な候補機種は第１段階評価を満たすことが推定されるが、評価結果

は最終的には企業の提案次第と説明した。平成２７年５月７日、内局防衛

計画課長は、海幕からの要望は対外的に説明できる内容であると判断し、

救護・後送能力に係る要求性能を変更することについて、了承した。

※ 10 これまでの検討チーム会合において、海幕は「海上自衛隊が現に保有している

２機種（ＭＣＨ－１０１及びＳＨ－６０Ｋ）については、現有機の情報及び企

業側からの提案資料の情報等から要求性能を満たすことを確認済み。」と説明し

ている。

(5) 平成２７年５月１日、海幕関係職員は、海幕長に対して、平成２７年３

月２６日の海幕長の指導に対する再整理結果に係る報告として、運用構想

との整合を検討した結果、救護・後送能力に係る要求性能を変更すること

及び検討チームにおいて要求性能について再度合意する旨を報告した。

(6) 平成２７年５月１４日、検討チームにおいて、救護・後送能力に係る要

求性能の変更が合意され、運用要求書、要求性能書、提案要求書の案及び

評価基準書の案が再度合意された。その際、救護・後送能力に係る要求性

能の変更に関し、海幕関係職員は「海上自衛隊が現に保有している２機種

（ＭＣＨ－１０１及びＳＨ－６０Ｋ）については、要求性能を変更した場

合でも、要求性能を満たすことが推定される。」、「ＮＨ－９０については、

企業側からの提案資料の情報から、要求性能を変更した場合でも、要求性

能を満たすことが推定される。」などと説明した。

(7) 平成２７年５月１８日、海幕関係職員から海幕長に対し、救護・後送能

力に係る要求性能の変更について検討チームでの再合意がなされた旨を報

告した。

７ 運用要求書等の協議・作成（平成２７年６月）

平成２７年６月１日、海幕長から防衛政策局長及び経理装備局長に対し、

運用要求書、要求性能書、提案要求書の案及び評価基準書の案について協議

がなされた。防衛政策局長は６月３日に、経理装備局長は６月５日に異議が

ない旨を回答した。

８ 企業への意見招請等（平成２７年６月～７月）

平成２７年６月８日から７月２日までの間、海幕は、企業４社（ｴｱﾊﾞｽ･ﾍﾘｺ

ﾌﾟﾀｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ（株）、川崎重工業（株）、富士重工業（株）、三菱重工業（株））

に提案要求書の案を手交し、企業からの意見を踏まえ、提案要求書の案及び
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評価基準書の案を修正した。

９ 提案要求書等の決定（平成２７年７月）

平成２７年７月２日、海幕長から防衛大臣に対し、提案要求書の案及び評

価基準書の案を上申した。平成２７年７月６日、防衛大臣から諮問を受けた

事務次官を議長とする機種選定諮問会議において、提案要求書の案及び評価

基準書の案を審議、答申し、平成２７年７月７日、防衛大臣により、これら

が決定された。

10 企業への提案要求書の手交及び提案書の受領（平成２７年７月～９月）

平成２７年７月１４日から１７日までの間、海幕は、企業４社（ｴｱﾊﾞｽ･ﾍﾘｺ

ﾌﾟﾀｰｽﾞ･ｼﾞｬﾊﾟﾝ（株）、川崎重工業（株）、富士重工業（株）、三菱重工業（株））

に提案要求書を手交した。平成２７年９月１５日、海幕は、企業２社（川崎

重工業（株）からＫＥ－１０１※ 11、三菱重工業（株）からＳＨ－６０Ｋ多

用途型）から提案書を受領した。その他の２社は提案を辞退した。

※ 11 ＫＥ－１０１：ＭＣＨ－１０１の川崎重工業（株）での呼称

11 提案書の評価等（平成２７年９月～１０月）

平成２７年９月１５日、海幕は、提案書の受領後から提案書の評価作業を

開始し、平成２７年１０月５日に海幕長の了承を得て、川崎重工業（株）が

提案するＫＥ－１０１を評価結果とすることを決定した。その際、平成２７

年５月に変更した救護・後送能力などに係る要求性能について、三菱重工業

（株）が提案したＳＨ－６０Ｋ多用途型を第１段階評価において選外とする

評価とした。海幕内において同機が第１段階評価で選外となったことは、平

成２７年１０月１日に海幕航空機課から内局防衛計画課に通知された。

平成２７年１０月８日に開催が予定されていた検討チーム会合は、整備計

画局長の指示により中止された。

第６ 監察結果

１ 機種選定プロセスの公正性

各機関から取得した関係書類等、現場等確認及び面談等の結果、機種選定

プロセスの公正性の確保において、以下のような問題点を確認した。

(1) 機種選定手続中における海幕長の発言

海幕長は、平成２７年３月２６日、機種選定に係る要求性能等に関する

報告を海幕関係職員から初めて受けた際、大型の機種であるＭＣＨ－１０

１を例示するなど、同機を、選定されることが望ましい機種として検討す
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ることが適当であると受け取れる発言をした。

その発言の背景には、海上自衛隊会議において説明された運用構想（大

型の機体が必要、海自が運用する既存機種との機体の共通化を考慮）が、

報告に反映されていなかったこと、また海幕内において海幕長への報告は

ある程度の具体的な検討を踏まえて報告すればよいと認識されていたこと

から、要求性能の検討について段階的に報告が行われていなかったことが

ある。

しかしながら、海幕長による特定の機種を例示するなどの発言の結果、

海幕関係職員が特定の機種を、選定されることが望ましい機種として機種

選定業務を行うことになったことから、海幕長による同発言は配慮を欠く

ものであったといえる。

(2) ＭＣＨ－１０１を、選定されることが望ましい機種として検討し、ＳＨ

－６０Ｋが第１段階評価を満たすことが困難と推定される要求性能への変

更

海幕防衛部長は、海幕長の発言を受け、ＭＣＨ－１０１の選定を優先す

る方針を海幕関係職員に説明し、それにより海幕関係職員は大型の機種で

あるＭＣＨ－１０１を、選定されることが望ましい機種とし、要求性能を

再整理した。その際、海幕防衛部長及び海幕関係職員は、平成２７年３月

１８日の海幕防衛部長の指導により変更することとしていた救護・後送能

力に係る要求性能が、比較的小型の機種であるＳＨ－６０Ｋが第１段階評

価を満たすことが困難と推定される要求性能であると認識しつつ、当該要

求性能を運用要求書等に反映した。

これらの行為は、機種選定における競争性の確保に影響を与えるもので

あり、不適切であったといえる。

(3) 変更した要求性能が評価に与える影響について、関係機関の間における

認識の齟齬

海幕防衛部長及び海幕関係職員は、変更した救護・後送能力に係る要求

性能により、ＳＨ－６０Ｋが第１段階評価を満たすことが困難と推定され

ると認識していたが、内局関係職員などに対し、評価結果については企業

の提案次第としつつも、ＳＨ－６０Ｋが第１段階評価を満たすことが推定

されると説明したため、内局などは、ＳＨ－６０Ｋが第１段階評価を満た

すことが推定されると認識した。

このような説明は、検討等における正確性の確保に影響を与えるもので

あり、適切であったとはいえない。

なお、検討チーム等が関与していたものの、変更した要求性能は、ＳＨ

－６０Ｋが第１段階評価を満たすことが困難と推定されるものか否かにつ

いて、関係機関の間において、認識に齟齬が生じたまま機種選定が進んだ

ことから、機種選定におけるチェック態勢は不十分であったといえる。
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(4) 海幕における要求性能の審議等に係る手続の不備

海幕性能審議委員会規則等によると、多用途ヘリコプター（艦載型）の

要求性能は、第７分科委員会において審議し、その審議結果を幹事、副委

員長及び委員長へ報告することとなっていた。

しかし、海幕関係職員は、第７分科委員会における審議結果の変更に際

して、変更のための再審議を行わず、当該審議結果と異なる内容を副委員

長及び委員長へ報告していた。

このような手続は、適切なものとはいえず、海幕内での円滑な業務の遂

行に支障を与えるものであったといえる。

(5) 運用要求書等の作成における手続の簡略化

「多用途ヘリコプター（艦載型）の機種選定手続について（通達）」（防

防計第１９０６９号。２６．１２．２４）（以下、「機種選定通達」という。）

では、海幕長が防衛政策局長及び経理装備局長と協議してⒶ運用要求書及

びⒷ要求性能書を作成した上で、それらに従ってⒸ提案要求書の案及びⒹ

評価基準書の案を海幕長が両局長と協議して作成することとなっていた。

しかし、内局及び海幕は、業務の効率性の側面を重視したことから、検

討チーム会合でⒶⒷを合意した後、正式な決裁手続を行わず、引き続きⒸ

Ⓓの検討を行った。また、検討チーム会合でⒸⒹまで一旦合意したにもか

かわらず、海幕による要求性能の変更の要望を受けてⒶⒷⒸⒹの内容を変

更し、最終的には、ⒶⒷⒸⒹを一括で決裁するなど手続を簡略化していた。

これらの手順で行った理由が業務の効率性の側面を重視したものであっ

たとしても、評価基準が明らかとなった以降に、遡って評価に基づき要求

性能を変更することができる手続となっていた。機種選定手続における業

務の公正性の側面を重視した場合、機種選定通達を厳格に適用することが

求められることから、このような簡略化した手続は、機種選定通達が求め

る手続ではなかったといえる。

２ 自衛隊員倫理法及び自衛隊員倫理規程等の遵守状況

各機関等から取得した各種報告書、現場等確認及び面談の結果、利害関係

者との間の自衛隊員倫理法等に違反する行為は確認されなかった。

３ 対応要領通達の遵守状況

各機関等から取得した関係書類、現場等確認及び面談の結果、業界関係者

等からの働きかけは確認されなかったものの、以下のような問題点を確認し

た。

(1) 対応要領通達の実施状況に係る不備

各機関等において、対応要領通達の理解及び遵守に対する意識が不十分

であることに起因する、当該通達に規定されている対象者一覧表の作成、
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業界関係者等との接触方法及び場所、業界関係者等との接触時の報告など

に関する不備を確認した。

(2) 対応要領通達における不明確な記載内容

対応要領通達において、対象者として指定すべき課長以上の職員の指定

などに関する規定が不明確となっている状況を確認した。

このように、平成２５年の陸上自衛隊新多用途ヘリコプターの開発事業

の企業選定に関する事案（以下、「ＵＨ－Ｘ事案」という。）の再発防止策

を受け、平成２６年に機種選定等を加える改正がなされた対応要領通達に

もかかわらず、特定の機種（ＭＣＨ－１０１）を、選定されることが望ま

しい機種として検討し、その他の機種（ＳＨ－６０Ｋ）が評価を満たすこ

とが困難と推定される要求性能へ変更した行為が確認されたこと、多くの

機関において同通達の実施状況に係る不備が確認されたことを踏まえると、

同通達の当時の主管部署も含め、同通達の理解及び遵守に対する意識が不

十分であったといえる。

４ 関係書類等の管理状況

各機関等から取得した関係書類等、現場等確認及び面談の結果、海幕にお

いて、機種選定手続に係る一部の意思決定に至る過程が分かる文書が行政文

書として管理されていない状況を確認した。

第７ 改善策

１ 機種選定プロセスの公正性

(1) 要求性能の作成に係る業務手順の見直し

海幕長の配慮を欠く発言は、海幕において過去の運用構想が要求性能へ

反映されていなかったこと及び海幕長に対する報告が段階的に行われてい

なかったことに起因するものであった。また、海幕において、第７分科委

員会による再審議を実施せず、要求性能の変更がなされていたことから、

海幕における要求性能の作成に係る業務手順を見直す必要がある。

(2) 機種選定におけるチェック態勢の見直し

機種選定において、検討チーム等が関与していたものの、特定の機種（Ｍ

ＣＨ－１０１）を、選定されることが望ましい機種として検討し、その他

の機種（ＳＨ－６０Ｋ）が評価を満たすことが困難と推定される要求性能

へ変更した不適切な行為について深度あるチェックを行うことができない

態勢であったことから、内局が運用要求書等の作成や提案書の評価などに、

より密接に関与できるよう、機種選定におけるチェック態勢を見直す必要

がある。
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(3) 機種選定通達の見直し及び通達の厳格な適用

機種選定手続における公正性の側面を重視し、運用要求書等の作成に際

しては、評価基準が明らかとなった段階から遡った要求性能の変更を防止

することが明確に理解されるよう機種選定通達を見直すとともに、機種選

定通達に定められた手続を厳格に適用するよう徹底する必要がある。

(4) 機種選定業務における公正性に関する教育等の実施

特定の機種（ＭＣＨ－１０１）を、選定されることが望ましい機種とし

て検討し、要求性能の変更によっても、主な候補機種は第１段階評価を満

たすことが推定されるとの説明を行いつつ、その他の機種（ＳＨ－６０Ｋ）

が評価を満たすことが困難と推定される要求性能へ変更した不適切な行為

が、結果的に競争性に影響を与えるという認識が十分に浸透していなかっ

たことから、関係職員に対して、常に公正さを意識させるよう教育などに

より徹底する必要がある。

２ 対応要領通達の遵守状況

(1) 対応要領通達の教育等の実施

ＵＨ－Ｘ事案の再発防止策を受け、平成２６年に機種選定等を加える改

正がなされた対応要領通達にもかかわらず、対応要領通達の理解及び遵守

に対する意識が不十分であったことから、機種選定業務に従事する職員を

確実に対象者として指定し、当該対象者に対して、対応要領通達の記載事

項について教育などにより徹底するとともに、適宜、各措置等の実施状況

を確認する必要がある。

(2) 対応要領通達等の見直し

対応要領通達の記載内容の一部が不明確となっていたことから、当該通

達の目的である、業界関係者等と接触する場合における調達の事務の公正

かつ透明な執行の確保が担保できるよう、対応要領通達を下位規則を含め、

見直す必要がある。

３ 関係書類等の管理状況

機種選定に関する書類等の適切な管理が重要であるとの認識が不十分であ

ったことを踏まえ、機種選定業務を適正かつ効率的に実施するため、関係規

則を理解させるよう教育などにより徹底する必要がある。

第８ 終わりに

以上のように、多用途ヘリコプター（艦載型）の機種選定手続については

公正性が十分に確保されているとはいえない状況にあることから、今後、同

機種選定手続を行う場合には、上記で述べた改善策を講じた上で、公正性の

確保に万全を期すべきである。
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別紙第１－１

アンケート対象者一覧

官職名等 人数

内 事務次官室（事務次官×２、室員×３）、 ７９名

部 防衛審議官室（防衛審議官、室員×３）

部 大臣官房 大臣官房長室（大臣官房長、室員×２）、

局 審議官室（審議官、室員）

防衛政策局 防衛政策局長室（防衛政策局長、室員）、

防衛政策局次長室（防衛政策局次長、室員）、

防衛政策課（課長、課員×２０）

整備計画局 整備計画局長室（整備計画局長、室員）、

防衛計画課（課長×２、課員×３６）

統合 統合幕僚長、統合幕僚副長×２、総括官 ４７名

幕僚 総務部 総務課（課員×７）

監部 防衛計画部 防衛計画部長×２、防衛計画部副部長、

計画課（課長、課員×３２）

海 海上幕僚長、海上幕僚副長×２ ５２３名

上 総務部 総務課（課長、課員×４）

幕 人事教育部 人事教育部長、人事計画課（課員）、

僚 教育課（課長×２、課員×３１）

監 防衛部 防衛部長、防衛課（課長×２、課員×６９）、

部 装備体系課（課長×２、課員×３８）、

運用支援課（課長×２、課員×５４）、

施設課（課長、課員×３２）

指揮通信情報部 指揮通信情報部長、

指揮通信課（課長×２、課員×４５）

装備計画部 装備計画部長、航空機課（課長×２、課員×５１）、

装備需品課(課長、課員×４６)、

艦船・武器課（課長×２、課員×９１）

監察官室 監察官、副監察官、監察官付×１０

首席衛生官室 首席衛生官、首席衛生官付×２

衛生企画室 衛生企画室長、室員×２１

※官職名等は、機種選定業務に関係していた時点のもの。
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別紙第１－２

官職名等 人数

第 51 第５１航空隊司令 ８３名

航空 航空隊本部 本部員×２５

隊 調査研究隊 隊員×５７

防 防衛装備庁長官、防衛技監、 １９９名

衛 長官官房審議官、装備官

装 長官官房 総務官付×６、装備開発官付×２、

備 監察監査・評価官付、人事官付

庁 装備政策部 装備政策課（課長、課員×３３）、

国際装備課（課長、課員×２０）、

装備制度管理官付×２

プロジェクト管 プロジェクト管理総括官、統合装備計画官付、

理部 事業計画官、事業計画官付×２１、

事業管理官、事業管理官付×２１、

装備技術官、装備技術官付×１５

調達管理部 調達管理部長、調達企画課（課長、課員×４１）、

企業調査官付×２

調達事業部 調達事業部長、総括航空調達官、

需品調達官付、輸入調達官付、

航空機調達官、航空機調達官付×１５

先進技術推進センター センター員

装備施設本部 航空機担当副本部長×２、副本部長事務代理 ３名

合 計 ９３４名

※官職名等は、機種選定業務に関係していた時点のもの。
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別紙第２

ヒアリング対象者一覧

官職名等 人数

内部 整備計画局 防衛計画課（課長、課員×４） １６名

部局 経理装備局 装備政策課（課員×６）、

航空機課（課長、課員×４）

統合幕僚 統合幕僚副長 ２名

監部 防衛計画部 計画課（課長）

海 総務部 総務課（課員×２） ７０名

上 人事教育部 教育課（課長、課員×２）

幕 防衛部 防衛課（課長×２、課員×９）、

僚 装備体系課（課長、課員×１０）、

監 運用支援課（課員）、施設課（課員）

部 指揮通信情報部 指揮通信課（課員×４）

装備計画部 航空機課（課長、課員×７）、

装備需品課(課長、課員×７)

装備部 航空機課（課長、課員×５）、

装備需品課（課員）、艦船・武器課（課員）

技術部 技術課（課長、課員×６）

監察官室 副監察官

首席衛生官室 首席衛生官付×２

衛生企画室 室長、室員×２

第５１ 第５１航空隊司令 １０名

航空 調査研究隊 隊長、隊員×７

隊 第５１３飛行隊 隊員

防衛装備庁 装備政策部 装備政策課（課長） １名

装備 調達企画課（課長、課員×２） ５名

施設 原価管理課（課員）

本部 航空機第３課（課員）

合 計 １０４名

※官職名等は、機種選定業務に関係していた時点のもの。
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別紙第３－１

面談対象者一覧

官職名等 人数

内 大臣官房 大臣官房長、技術監 ２９名

部 防衛政策局 防衛政策局長、防衛政策次長、

部 防衛政策課（課長、課員×３）

局 整備計画局 整備計画局長、

防衛計画課（課長×２、課員×８）

経理装備局 経理装備局長、

装備政策課（課長、課員×５）、

航空機課（課長、課員×２）

統合 統合幕僚長 ８名

幕僚 総務部 総務課（課員×２）

監部 防衛計画部 防衛計画部副部長、計画課（課長、課員×３）

海 海上幕僚長、海上幕僚副長×２ ４９名

上 総務部 総務課（課員×５）

幕 人事教育部 人事計画課（課員）、教育課（課員）

僚 防衛部 防衛部長、防衛課（課長、課員×７）、

監 装備体系課（課長、課員×４）、

部 運用支援課（課長）、施設課（課長）

指揮通信情報部 指揮通信課（課長、課員×２）

装備計画部 装備計画部長、航空機課（課長、課員×４）、

装備需品課（課長、課員×２）

装備部 装備部長、艦船・武器課（課長）

技術部 技術部長、技術課（課長、課員×３）

監察官室 監察官付

衛生企画室 室長、室員×２

※官職名等は、機種選定業務に関係していた時点のもの。
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別紙第３－２

官職名等 人数

防 防衛装備庁長官、長官官房審議官 １７名

衛 長官官房 総務官付

装 装備政策部 装備政策課（課長、課員×３）、

備 国際装備課（課員）

庁 プロジェクト管 事業計画官、事業計画官付、

理部 事業管理官付×４

調達管理部 調達管理部長、調達企画課（課員）

調達事業部 航空機調達官

装備 調達企画課（課長、課員×１） ４名

施設 航空機第２課（課員）

本部 航空機第３課（課員）

合 計 １０７名

※官職名等は、機種選定業務に関係していた時点のもの。
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別紙第４

機種選定手続の流れ

要求性能書(②)の作成
海上幕僚長が、防衛政策局長及び経理装備
局長と協議して作成。また、必要があると
認めるときは、運用要求書(①)と要求性能
書(②)を一の文書として作成することがで
きる。

提案要求書(③)の案及び評価基準書(④）の案の作成 海上幕僚長が、要求性能書(②)に基づき、
防衛政策局長及び経理装備局長と協議して
作成。

提案要求書(③)の案及び評価基準書(④)の案の上申

議長：事務次官 委員：防衛審議官、大臣官房長、防衛政策局長、経理装備局長、
大臣官房技術監、大臣官房審議官（総合取得改革担当）、
統合幕僚長、海上幕僚長、その他議長が指名する者

多用途ヘリコプター（艦載型）機種選定諮問会議への諮問・答申

提案書の提出の求め

官報公告の上、海上幕僚長は、説明会を
開催し、提案要求書(③)を企業等に提示
した上で提案書の提出を求める。

提案書を評価基準書(④)に基づき分析・評価

機種選定案の作成・上申

海上幕僚長が、企業等から提出された提案
書を評価基準書(④)に基づき分析・評価

海上幕僚長が、整備計画局長及び防衛装備
庁長官と協議して作成し、防衛大臣に上申。

防衛大臣が上記答申を踏まえ決定。

防衛大臣が上記答申を踏まえ決定。

運用要求書(①)の作成
海上幕僚長が、防衛政策局長及び経理装備局
長と協議して作成。

提案要求書(③)案に対する意見招請

ＨＰ公告の上、海上幕僚長が実施。必要がある
ときは、提出された意見を踏まえ防衛政策局長
及び経理装備局長と協議して提案要求書（③）
の案及び評価基準書（④）の案を修正。

海上幕僚長が、防衛大臣に上申。

提案要求書（③）及び評価基準書（④）の決定

企業等からの提案書の提出

機種の決定

多用途ヘリコプター（艦載型）機種選定諮問会議への諮問・答申

議長：事務次官 委員：防衛審議官、大臣官房長、防衛政策局長、整備計画局長、
統合幕僚長、海上幕僚長、防衛装備庁長官、
防衛装備庁防衛技監、その他議長が指名する者

※組織改編（平成２７年１０月）

運用要求書：当該航空機の運用目的、運用構想、期待
する主要性能その他運用上の要求事項を記載した文書

要求性能書：運用要求書に記載された運用上の要求事
項を満たすために必要な当該航空機の性能に関する要
求事項を記載した文書

提案要求書：候補機種の性能、所要経費、後方支援体制
その他の事項であって、外国政府、企業又はこれらの連
合体（以下、「企業等」という。）に対して、提案書の
提出を求める際に提示するものを記載した文書

評価基準書：企業等からの提案書の提出を受けて分析及
び評価を行う際の基準を定めた文書


